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Ⅰ 事業の概要

１ 趣旨

雇用失業情勢は全国的には改善しているものの、地域差がみられます。

地域を取り巻く環境等は様々であり、地域の雇用創造をより効果的に行うためには、

国が一律に対策を講じるのではなく、できるだけ現場に近い意欲のある地域による自主

性・創意工夫ある取組を支援することが必要です。

一方、政府においては、地域の自発的な地域経済の活性化や雇用機会の創出の取組を

国が支援する「地域再生」の取組を開始したところであり、雇用対策についても、地域

の自発的な取組を競争的・選択的に支援することが重要です。

このため、雇用機会が少ない地域において、雇用創造に自発的に取り組む市町村（特

別区を含む。以下同じ 、地域の経済団体等から構成される協議会が提案した雇用対策。）

の事業の中から、コンテスト方式により雇用創造効果が高いものを選抜し、当該協議会

等に対しその事業の実施を委託する地域提案型雇用創造促進事業（以下「パッケージ事

業」といいます ）を創設しました。。

、 、 （ 「 」 。）なお 本事業については 財団法人高年齢者雇用開発協会 以下 協会 といいます

が実施している「緊急雇用創出特別基金事業」のうち「地域雇用受皿事業」の一事業と

して実施しています。

２ 事業の対象地域

(1) 基本的考え方

以下のいずれをも満たす地域を対象地域とします。

① 雇用機会が少ない地域であること。

、 。② 地域再生計画の認定を受け 自発的に地域の雇用創造に取り組む地域であること

(2) 具体的な判断基準

(1)①について

以下のいずれかを満たす地域

イ 地域雇用開発促進法（昭和６２年法律第２３号）第９条第１項に規定する同意雇

用機会増大促進地域である地域

ロ パッケージ事業の委託に係る雇用対策事業（以下「事業」という ）実施の直近。

１年間における当該地域の有効求人倍率（※１）の平均（※２）が概ね１倍未満で

ある地域

なお、上記イ、ロに該当しない地域であっても、当該地域の基幹産業における

事業所数、従業員数、製造品出荷額、年間商品販売額等が減少していることに伴



- -4

い雇用情勢が今後悪化する蓋然性が極めて高い地域については、対象地域に該当

とすることとします。

※１ 当該地域を管轄する公共職業安定所における一般の有効求人倍率（新規学卒者を

除きパートタイムを含む ）の数字を使用してください。。

当該地域が公共職業安定所の管轄区域と一致しない場合の計算方法は以下のとおり

です。

（イ）当該地域が公共職業安定所の管轄区域の一部である場合

当該地域に係る有効求人数・有効求職者数は、それぞれ、当該地域の事業所数

・労働力人口が当該地域が含まれる公共職業安定所の管轄の全事業所数・全労働

力人口に占める割合により按分して算定します。

（ロ）当該地域が複数の公共職業安定所の管轄区域にまたがる場合

（地域の有効求人数の合計 地域の有効求職者数の合計）により算定した数値とし÷

ます。

［例］地域： 市及び 町α β

安定所の管轄： 市全域（のみ）A α

安定所の管轄： 町全域及び 町全域B β γ

・ 町の事業所数割合β

＝ 町の事業所数 町と 町の事業所数の合計β ÷β γ

・ 町の労働力人口割合β

＝ 町の労働力人口 町と 町の労働力人口の合計β ÷β γ

・地域の有効求人数

＝ 安定所の有効求人数＋ 安定所の有効求人数 町の事業所数割合A B ×β

・地域の有効求職者数

＝ 安定所の有効求職者数＋ 安定所の有効求職者数 町の労働力人口割合A B ×β

・地域の有効求人倍率

＝地域の有効求人数 地域の有効求職者数÷

※２ 平均の求め方（１２か月）は以下のとおりです。

・有効求人数の平均（Ａ ：各月の有効求人数の合計 １２） ÷

・有効求職者数の平均（Ｂ ：各月の有効求職者数の合計 １２） ÷

・有効求人倍率の平均＝Ａ Ｂ÷

（注）各月の求人倍率から平均を求めるものではありません。
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(1)②について

事業実施までに、対象地域の市町村（複数の場合はそのすべて）により、パッケー

ジ事業を活用することを盛り込んだ地域再生計画を策定し、内閣総理大臣の認定を受

けてください。なお、都道府県が策定者に含まれていても差し支えありませんが、対

象地域内のすべての市町村が策定主体となることが必要です。

また、事業の実施を希望する場合には、地域再生計画の認定申請に先んじてパッケ

ージ事業の事業構想を提案 することになります。地域再生計画の認定を受ける（※）

ことを前提として、パッケージ事業への応募をしてください。

さらに、パッケージ事業の事業構想の審査は、地域再生計画の認定申請に先行する

こととなりますが、パッケージ事業の採択の内定を受けた後であっても、地域再生計

画の認定が受けられなかった場合には、事業を委託することはできません。

（※）平成１８年度において地域再生計画の認定申請の受付が最初に行われる時期は、平成１８年４～５月頃

の見込みですが、これに先立つパッケージ事業の事業構想の提案締切は平成１８年２月になります。

パッケージ事業の事業構想の提案締切日に関する詳細は、各都道府県労働局にお問い合わせください。

なお、平成１８年度において地域再生計画の認定申請受付が複数回行われる場合には、パッケージ事業

についても、これに合わせ、事業構想の提案を受け付ける予定ですが、地域再生計画の認定に係るスケジ

ュールについては、内閣府地域再生事業推進室にお問い合わせください。

３ 事業の提案・実施主体

(1) 基本的考え方

パッケージ事業については、より現場に近い立場で地域経済の活性化と地域雇用の

創造に責任をもって取り組む行政主体である市町村と地域の経済・雇用を担う立場の

地域の経済界とが一致協力して地域の雇用創造に取り組むことが効果的であり、国の

委託事業として相応しいとの考え方の下、市町村、経済団体等により構成される協議

会が事業の提案や実施を行うこととしています。

(2) 協議会の要件

事業の提案主体は、以下の①～③のいずれも満たす協議会とします。なお、協議会

は、法人格を要さず、いわゆる権利能力なき社団で差し支えありません。

① 以下の者を構成員に含むこと。

イ 対象地域内のすべての市町村

ロ イの市町村の区域において活動する経済団体（商工会議所、商工会、商店街振

興会、農協等）

ハ その他有識者

② 代表、総会等の意思決定機関、事務局、業務を監査する者等、適切な組織を有す

ること。事務局には会計事務の責任者を置いていること。

③ 規約及び会計事務の取扱いに係る規定が整備されていること。
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(3) 事業構想の提案

事業構想の提案は協議会が行うこととします。提案の時点において協議会が正式に

、 、設置されていない場合には 設立準備会議から提出することで差し支えありませんが

この場合でも、地域再生計画認定申請時までには協議会を設立することが必要です。

なお、１つの市町村が提案できるパッケージ事業の構想は、各年度につき１つのみ

とします （構成市町村が異なる協議会に参加する場合も同様です ）。 。

なお、事業構想は、事業の実施を希望する期間（最大３年度間）全体にわたるもの

を提案することとします。

(4) 事業の実施主体

事業の委託先は原則として協議会とします。なお、協議会から民間団体等への再委

託は可能です。

また、特に必要と認められる場合には、協議会等があらかじめ事業構想において指

定した民間団体等に対して直接委託することも可能とします。

いずれの場合であっても、委託先である民間団体等は、当該委託に係る事業と同じ

分野の事業の実施について過去に実績があり、かつ、事業実施体制が整備されている

ことが不可欠です。また、事業実施全体に係る管理・責任主体は、あくまでも協議会

であり適切な民間団体等へ委託することはもとより、協会から直接委託を受けた民間

団体等を含め事業の実施状況の把握を行い、より効果的な事業となるよう取り組むと

ともに事業評価や会計処理等についても協議会が責任をもって行うこととします。

４ 事業内容

(1) 基本的な考え方

パッケージ事業は、対象地域内の市町村や経済団体等の創意工夫により、地域の特

性・資源を顕在化させ、これらを有効に活用した地域経済の活性化や雇用機会の創出

に資する地域再生の具体的な取組と一体となって実施することにより、それらの取組

による雇用創造効果をさらに高めることが見込まれる雇用面での対策、具体的には雇

用機会の創出、求職者等の能力開発及び求職者への情報提供、相談等といった取組を

支援するものです。

従って、協議会等においては、地域再生の取組の推進に伴う雇用創造に関する課題

を適切に把握し、それを解決するために真に必要であり、かつ、効果の高いものを事

業内容とすることが重要です。

なお、こうした観点から、すでに実施している市町村等の事業の単純な財源の振り

替えたにすぎないような事業は、本事業の対象とはなりません。また、同様に、求職

活動援助事業など、既に対象地域で実施中の国の委託事業等と重複する内容のものも

本事業の対象とはなりません。

(2) 事業内容例
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具体的には、以下のメニュー例のような雇用対策事業を行うことができます。

なお、これらはあくまでも例示であり、これらの他にも地域の創意工夫を活かした

事業であり、上記(1)の考え方に合致するものであれば実施が可能です （具体的にど。

こまでの範囲の事業が可能かについては、都道府県労働局に個別に御照会ください ）。

（メニューの例）

① 雇用機会創出メニュー

･･･創業、事業拡大への支援等による雇用機会を創出するための取組

イ 地域の創業、事業拡大等に必要な中核的又は専門的人材の誘致活動（募集活

動、Ｕ・Ｉターン促進等）

ロ 創業者等に対する労務管理についての研修・相談

ハ 他地域における雇用機会創出の成功事例研究やその中心人物等を招いてのセ

ミナー 等

② 能力開発メニュー

･･･地域における就職等を容易にするための求職者等の能力開発の取組

イ 求職者等に対する訓練（既存施設の改修、講師の再訓練等を含む ）。

ロ 求職者等に対する研修・講習

ハ 国内外留学 等

③ 情報・相談メニュー

･･･地域における就職等を容易にするための求職者等への情報提供や相談等の取組

イ 求職者等に対する訓練、研修・講習に関する情報提供・相談

ロ 地域外の求職者等に対するＵ・Ｉターン促進のための情報提供・相談 等

地域雇用創造支援事業の実施

地域雇用創造支援事業

重点分野
の設定

構想の
提案

地
域
の
協
議
会
（市
町
村
、
地
域
の
経
済

団
体
等
か
ら
構
成
）
を
設
置地域における創業

を促進し、雇用創
出を図りたい市町
村、創業を考えて

いる人

雇用創造のための
構想を策定し、取

組を始めているが、
雇用に結びつかず
困っている市町村

等

地域の雇用創造に
取り組む意欲はあ
るものの、ノウハウ・
人材が不足してい

る市町村等

地域差の見られる雇用失業情勢を改善させるため、地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村等の取組を促進・
支援することを目的として、「地域雇用創造支援事業」を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域差の見られる雇用失業情勢を改善させるため、地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村等の取組を促進・
支援することを目的として、「地域雇用創造支援事業」を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域による雇用創造のための構想を策定しようと
する市町村等に対し、専門家による助言や参考と
なる成功事例の紹介等の支援を行う。

コンテスト方式により選抜された雇用創造効果の
高い事業に取り組む市町村等への支援

地域雇用創造バックアップ事業

地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）

地域に貢献する産業又は地域が自ら選択した重
点産業における創業を行う者に対する創業経費
及び雇入れ経費についての助成

地域創業助成金

地域における雇用
創造のための構想
の策定　　　　　　　

雇用機会の増加、
職業能力の向上、
求人・求職のマッチ

ング　　　　　　　

創業による雇用機
会の増加、地域の
重点産業の振興　

　　　　　


